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事 務 所 だ よ り  

 

令和２年５月号  

          ～新型コロナウイルスに関する企業の対応や休業対策等、情報提供を行っていきます～ 

一 原則 

 今回の新型コロナウイルスの影響は、①業務に関連しない外部要因であり、②通常の経営者の努力では防止するこ

とができない、経営者にも労働者にも責任がない不可抗力であります。 

不可抗力で、労働者が労務を提供できない場合は、経営者は賃金や休業手当を支給することを拒むことができます。

（民法 536条 1項） 

新型コロナの影響で会社全体が休業するような場合や感染した労働者には、賃金も休業手当も

支給しなくても良いことになります。 

二 例外 

１ 感染の疑いがあり、自ら自宅待機を申し出た場合→欠勤扱い又は本人の申請により年次有給休暇を与えて下さい。 

２ 感染の疑いがあり、会社が休業を命じた場合 

（１）感染拡大防止対策を社内でルール化している前に、不適切な行動をとった者に対して休業を命じた       

場合→他の職員と会社を守り、社会全体の要請に応えるためですが、休業手当 60％以上の支払いは必要です。本人

が自分の意志で年次有給休暇を申請した場合には付与して下さい。 

（２）感染拡大防止対策を社内でルール化して周知した後に、ルールを無視した行動をとった者に対して休業を命じ

た場合→就業規則の懲罰事項「出勤停止」を適用できると思います。懲罰ですので、処分を決める場合には、弁明の

機会を与えて下さい。また、決定前に自宅待機を命じた場合や規定日数を超える場合には休業手当 60％以上が必要

です。また、罪刑法定主義の観点から、包括条項（「その他上記に類する行為があった場合」）があれば、可能かと思

います。 

（３）就業規則に「就業禁止」条項を規定されている場合 

ここ 10 年くらいに弊職に就業規則の全面改訂依頼されている顧問先の場合には、規定を盛り込ん       

でいますので、御社の就業規則をご確認下さい。その規定には、労働者に義務付けられた「自己健康保持義務」に基

づき、感染症予防法に指定された感染症に罹患した場合には、就業を禁止し賃金は支払わないと規定しています。（そ

の規定がなくとも不可効力で支給を拒むことができます） 

（４）その後、他の病気も含めて発症した場合には、病気欠席となり休業手当の支給は必要でなく、欠勤控除又は本

人からの申請で年次有給休暇を付与して下さい。 

※病気で医療機関に通院して連続した 3日間の欠勤があれば、社会保険適用者には健康保険傷病手当金が請求できま

す。 

※年次有給休暇の残日数がない方には、本人からの申し出があり会社が承諾されるのであれば、

次年度発生分を前倒しで付与されても良いかと思います。その際に、次年度発生前に離職する場

合には最後の給与の支払いで精算することを確認するようにして下さい。 
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～非正規雇用だった方（雇入れ日時点で 35 歳から 55 歳の方）をハローワークの紹介で雇用する場合について～ 

令和 2年 2月 14 日から、特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）

が新設されました。この新たなコースは、いわゆる就職氷河期に就職の機会を逃したことなど

により十分なキャリア形成がなされず、正規雇用労働者としての就業が困難な方を支援し、そ

の就職を促進するため、対象者を正規雇用労働者として雇い入れる事業主に対して助成を行う

ものです。 

主な支給要件 

 雇入れ日において[1]から[4]のいずれにも当てはまる方を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者など

の紹介により正規雇用労働者（※）として新たに雇用する事業主に助成金を支給します。 

[1]雇入れ日時点の満年齢が 35 歳以上 55 歳未満の方 

[2]雇入れの日の前日から起算して過去５年間に正規雇用労働者として雇用された期間を通

算した期間が１年以下であり、雇入れの日の前日から起算して過去１年間に正規雇用労働者

として雇用されたことがない方 

[3]ハローワークなどの紹介の時点で失業しているまたは非正規雇用労働者である方でかつ、

ハローワークなどにおいて、個別支援等の就労に向けた支援を受けている方 

[4]正規雇用労働者として雇用されることを希望している方 

（※）正規雇用労働者とは、以下の（ア）から（ウ）のいずれにも該当する者とします。ただし、一週間の所

定労働時間が 20 時間以上 30時間未満である短時間労働者は除きます。また、正規雇用労働者について就業規

則等において定められていることが必要です。 

（ア）期間の定めのない労働契約を締結している労働者であること。 

（イ）所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の所定労働時間（週 30時間以上）と同じ労働者

であること。 

（ウ）同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される就業規則等に規定する賃金の算定方法および支給

形態、賞与、退職金、休日、定期的な昇給や昇格の労働条件について長期雇用を前提とした待遇が適用され

ている労働者であること。 

支給額（令和２年２月１４日以降の雇入れより適用） 

本助成金は、対象期間を６ヵ月ごとに区分し、一定額を支給します。支給額は企業規模に応じて１人あたり下

表のとおりです。 

 

 

 

 

 

※支給対象期ごとの支給額は、支給対象期に対象労働者が行った労働に対して支払った賃金額を上限とします。 

※雇入れ事業主が対象労働者について最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けている場合、対

象労働者について支払った賃金に助成率１／３（中小企業事業主以外は１／４）を乗じた額（表の支給対象期

ごとの支給額を上限とする）となります。 

 

今月も「お遍路にて・・・」はお休みします。次号をお楽しみに！ 

企業規模 支給対象期間 支給額 支給総額 

第１期 第２期 

大企業 １年 25 万円 25 万円 50 万円 

中小企業 １年 30 万円 30 万円 60 万円 


